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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．第63期第１四半期連結累計（会計）期間及び第62期の１株当たり情報の算定上の基礎となる期末の普通株式

の数及び期中平均株式数は、パラマウントベッド社員持株会専用信託が所有する当社株式を控除しておりま

す。 

４．第62期第1四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第62期

第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第63期
第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第62期 

会計期間 
自平成21年４月１日
自平成21年６月30日 

自平成22年４月１日
自平成22年６月30日 

自平成21年４月１日 
自平成22年３月31日 

売上高（百万円）  10,686  12,635  45,598

経常利益（百万円）  1,093  1,452  4,615

四半期（当期）純利益 （百万円）  661  588  2,195

純資産額（百万円）  62,162  63,295  63,272

総資産額（百万円）  79,411  83,601  85,586

１株当たり純資産額（円）  2,038.02  2,072.78  2,073.30

１株当たり四半期（当期） 純利益

金額（円） 
 21.73  19.34  72.18

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  19.28  72.04

自己資本比率（％）  78.06  75.49  73.74

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 976  △1,369  6,097

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,236  △250  △7,510

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △510  △557  △925

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 16,398  12,724  14,847

従業員数（人）  1,560  1,724  1,697
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

（注)  従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

（注)  従業員数は就業人員であります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年６月30日現在

従業員数（人） 1,724  

  平成22年６月30日現在

従業員数（人） 829  
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(1）生産実績 

 （注） 金額は販売価格によって表示しております。 

(2）商品仕入実績 

(3）受注状況 

 見込み生産を行っておりますので、該当事項はありません。  

(4）販売実績 

 当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

  

  

  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

品目別 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

ベッド  6,399  8.5

マットレス  912  69.8

病室用家具  1,065  △6.3

医療用器具備品  570  △38.7

その他  227  33.9

合計  9,175  5.8

品目別 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

病室用家具他  1,669  61.0

合計  1,669  61.0

品目別 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

ベッド  6,082  8.8

マットレス  870  22.5

病室用家具  970  17.4

医療用器具備品  708  △5.7

その他  4,003  42.6

合計  12,635  18.2

２【事業等のリスク】
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 該当事項はありません。 

  

（1）業績の状況 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、自律的回復への基盤が整いつつあり、着実に持ち直してきて

おりますが、失業率が高水準にあるなど、依然として厳しい状態が続いております。 

 当医療業界におきましては、医療の質の向上を目指して平成22年４月からの診療報酬が10年ぶりにプラス改定と

なりました。救急や産科、小児、外科医療などに財源を手厚くするほか、病院勤務医の負担軽減を目的として入院

医療などについても報酬が引き上げられております。 

 高齢者福祉分野におきましては、都市型ケアハウスの開設促進や、2012年度からの総量規制の撤廃など、高齢者

向けの介護施設不足解消に向けた規制緩和が広がっております。 

 このような国内の事業環境の中で施設向け販売は、医療施設・高齢者施設とも前年の第３四半期以降の好調を持

続し、大幅に売上を伸ばしております。一方、在宅介護市場向け販売は、新製品効果のあった前年度には及ばない

ものの今期も引き続き順調に推移しております。 

 製品の開発・販売面におきましては、高機能床ずれ防止エアマットレス「ここちあ」などを発売いたしました。 

 連結子会社につきましては、各社、おおむね予定通りに推移いたしました。 

 以上の結果、当第１四半期連結会計期間は、売上高126億35百万円（前年同期比18.2％増）、営業利益16億32百万

円（同69.5％増）、経常利益14億52百万円（同32.8％増）、四半期純利益５億88百万円（同10.9％減）となりまし

た。  

（2）財政状態の分析 

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、836億１百万円となり、前連結会計年度末より19億85百万円減少いたし

ました。減少の主な要因は、リース債権及びリース投資資産、賃貸資産は増加したものの、現金及び預金が減少し

たことによるものです。  

 負債については、203億５百万円となり、前連結会計年度末より20億８百万円減少いたしました。減少の主な要因

は、買掛金及び未払法人税等が減少したことによるものです。 

 純資産については、632億95百万円となり、前連結会計年度末より22百万円増加いたしました。増加の主な要因

は、四半期純利益５億88百万円による増加と期末配当金の支払いに伴う利益剰余金の減少によるものであります。

また、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ1.8ポイント上昇し、75.5％となり

ました。  

（3）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ21億22百万円減少し127億24百万円となりました。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、減少した資金は13億69百万円（前年同四半期は、９億76百万円の増加）となりました。これは

主に、税金等調整前四半期純利益11億80百万円、減価償却費８億27百万円の増加と、法人税等の支払額21億75百万

円、リース債務の支払額３億７百万円の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、減少した資金は２億50百万円（前年同四半期比79.8％減）となりました。これは主に、有形固

定資産の取得額４億64百万円及び投資有価証券の取得額９億48百万円の減少と、有価証券の売却収入10億１百万円

の増加によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、減少した資金は５億57百万円（前年同四半期比9.4％増）となりました。これは主に、配当金の

支払によるものであります。 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（5）研究開発活動 

 当第１四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は214百万円であります。 

 なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。新

製品といたしまして下記４製品（付属のオプション類も含む）を発売いたしました。 

 在宅介護分野において、エアポンプと送風チューブをマットレス内部に収納するビルトイン方式を採用した体圧

分散用のエアーマットレス「ここちあ」を５月に発売いたしました。 

 病院・施設分野では、超音波検査用診察台や背膝上げ診察台、うつ伏せ用診察台等の新たなバリエーションを追

加した診察台シリーズを４月に発売いたしました。また、病棟の医薬品・診療材料の整理整頓・管理・運搬をサポ

ートする医療施設向けメディカルカートを５月に発売いたしました。病院施設向けベッド用のサイドレールの安全

性を更に向上させた差込柵を６月に発売いたしました。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  126,000,000

計  126,000,000

種類 
第１四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成22年６月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平22年８月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  31,682,526   同左 
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。 

計  31,682,526   同左  －  －
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  会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。  

   平成21年６月26日定時株主総会決議 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成22年６月30日） 

新株予約権の数（個） 3,467 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  19 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 346,700 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,396  

新株予約権の行使期間 
自 平成23年７月17日 

至 平成26年７月16日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,396 

資本組入額    698    

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使時において、当社または

当社の関係会社の取締役、監査役もしくは従業員の

地位にあることを要する。ただし、取締役が任期満

了により退任した場合、または従業員が定年により

退職した場合にはこの限りではない。また、当社取

締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。 

②新株予約権の相続はこれを認めない。 

③その他権利行使の条件は、平成21年６月26日開催の

当社第61回定時株主総会決議及び取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」に定めるところによる。  

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

組織再編に際して定める契約書または計画書等に以下

に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた

場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定め

る株式会社の新株予約権を交付するものとする。 

①合併(当社が消滅する場合に限る。) 

 合併後存続する株式会社または合併により設立する

株式会社 

②吸収分割 

 吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する

権利義務の全部または一部を承継する株式会社 

③新設分割 

 新設分割により設立する株式会社 

④株式交換 

 株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得

する株式会社 

⑤株式移転 

 株式移転により設立する株式会社  
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 該当事項はありません。  

   

 該当事項はありません。 

    大量保有報告書の写しの送付がなく、当第1四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成22年４月１日～ 

平成22年６月30日  
 －  31,682,526  －  6,591  －  7,276

（６）【大株主の状況】
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      当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

     記載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

     ります。 

 ①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。 

   また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が10個含まれております。 

  

 ②【自己株式等】 

（注）上記のほか、連結財務諸表及び財務諸表において自己株式として表示している当社株式が111,300株あります。  

   これは、従業員株式所有制度の導入により、平成21年10月５日付で「パラマウントベッド社員持株会専用信託」

（以下「従持信託」といいます。）へ譲渡した自己株式137,000株のうち、平成22年３月31日現在、従持信託が所

有している当社株式であります。  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

（７）【議決権の状況】

  平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,130,000 － － 

完全議決権株式（その他）   （注） 普通株式   30,455,100  304,551 － 

単元未満株式 普通株式     97,426 － 
１単元（100株）

未満の株式 

発行済株式総数  31,682,526 － － 

総株主の議決権 －  304,551 － 

  平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

パラマウントベッド 

株式会社 

東京都江東区東砂 

２－14－５ 
 1,130,000  －  1,130,000  3.57

計 －  1,130,000  －  1,130,000  3.57

２【株価の推移】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円）  1,851  1,757  2,092

最低（円）  1,706  1,552  1,606

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法

人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

                   

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,751 13,874

受取手形及び売掛金 13,049 12,857

リース債権及びリース投資資産 2,006 1,759

有価証券 8,051 8,557

商品及び製品 3,007 3,077

仕掛品 206 224

原材料及び貯蔵品 1,194 1,227

その他 1,167 1,226

貸倒引当金 △59 △61

流動資産合計 40,375 42,743

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 24,672 24,600

減価償却累計額 △15,405 △15,257

建物及び構築物（純額） 9,267 9,343

機械装置及び運搬具 7,230 7,242

減価償却累計額 △5,357 △5,342

機械装置及び運搬具（純額） 1,872 1,899

土地 8,167 8,170

リース資産 607 608

減価償却累計額 △318 △279

リース資産（純額） 289 328

賃貸資産 8,049 7,331

減価償却累計額 △2,061 △1,756

賃貸資産（純額） 5,987 5,574

建設仮勘定 185 183

その他 7,022 6,883

減価償却累計額 △5,871 △5,842

その他（純額） 1,150 1,041

有形固定資産合計 26,920 26,542

無形固定資産   

のれん 456 499

その他 2,078 2,145

無形固定資産合計 2,535 2,644

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  8,787 ※2  8,669

その他 5,076 5,106

貸倒引当金 △95 △119

投資その他の資産合計 13,769 13,655

固定資産合計 43,225 42,843

資産合計 83,601 85,586
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,832 5,057

短期借入金 702 617

リース債務 1,955 1,758

未払法人税等 407 2,275

賞与引当金 468 873

その他 3,212 3,162

流動負債合計 11,579 13,745

固定負債   

長期借入金 245 248

リース債務 5,046 4,957

退職給付引当金 2,198 2,118

環境対策引当金 44 44

その他 1,191 1,200

固定負債合計 8,725 8,568

負債合計 20,305 22,313

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,591 6,591

資本剰余金 7,276 7,276

利益剰余金 52,825 52,846

自己株式 △3,367 △3,380

株主資本合計 63,326 63,333

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △140 △119

為替換算調整勘定 △74 △100

評価・換算差額等合計 △215 △220

新株予約権 50 37

少数株主持分 134 121

純資産合計 63,295 63,272

負債純資産合計 83,601 85,586
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

売上高 10,686 12,635

売上原価 6,436 7,275

売上総利益 4,250 5,360

販売費及び一般管理費 ※  3,287 ※  3,727

営業利益 963 1,632

営業外収益   

受取利息 22 18

受取配当金 30 29

為替差益 84 －

匿名組合投資利益 23 －

その他 38 23

営業外収益合計 199 70

営業外費用   

支払利息 51 51

為替差損 － 73

投資事業組合運用損 11 25

匿名組合投資損失 － 86

その他 5 13

営業外費用合計 68 251

経常利益 1,093 1,452

特別利益   

投資有価証券売却益 0 －

固定資産売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 － 0

特別利益合計 0 1

特別損失   

投資有価証券償還損 － 35

投資有価証券評価損 － 153

固定資産除売却損 9 7

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 77

特別損失合計 9 273

税金等調整前四半期純利益 1,085 1,180

法人税、住民税及び事業税 397 364

法人税等調整額 △9 215

法人税等合計 387 579

少数株主損益調整前四半期純利益 － 600

少数株主利益 36 12

四半期純利益 661 588
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,085 1,180

減価償却費 747 827

のれん償却額 39 42

賞与引当金の増減額（△は減少） △270 △406

退職給付引当金の増減額（△は減少） 103 81

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △25

受取利息及び受取配当金 △52 △47

支払利息 51 51

為替差損益（△は益） 5 0

匿名組合投資損益（△は益） △23 86

投資有価証券売却損益（△は益） △0 －

投資有価証券償還損益（△は益） － 35

投資有価証券評価損益（△は益） － 153

固定資産除売却損益（△は益） 9 7

売上債権の増減額（△は増加） 802 △267

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増
加）

△69 △235

たな卸資産の増減額（△は増加） 678 74

仕入債務の増減額（△は減少） △1,086 △152

リース債務の支払額 △229 △307

その他 △186 △289

小計 1,605 809

利息及び配当金の受取額 56 48

利息の支払額 △51 △51

法人税等の支払額 △634 △2,175

営業活動によるキャッシュ・フロー 976 △1,369

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △599 △199

有価証券の売却による収入 － 1,001

有形固定資産の取得による支出 △312 △464

無形固定資産の取得による支出 △67 △38

投資有価証券の取得による支出 △750 △948

投資有価証券の売却による収入 606 407

その他 △113 △8

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,236 △250

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △10 82

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △459 △613

その他 △39 △26

財務活動によるキャッシュ・フロー △510 △557

現金及び現金同等物に係る換算差額 △59 54

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △828 △2,122

現金及び現金同等物の期首残高 17,227 14,847

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  16,398 ※  12,724
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１．会計処理基準に関する事項の変更 (１)資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益がそれぞれ１百万円減少し、税金等調整

前四半期純利益が78百万円減少しております。また、当会計基準等の適用

開始による資産除去債務の変動額は44百万円であります。 

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

棚卸資産の評価方法  当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し前連結会計年度に

係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。 

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

（信託型従業員持株インセンティブ・プランの会計処理について） 

 平成21年９月17日開催の取締役会において、当社従業員に対する中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与

を目的として「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下「本プラン」）を導入いたしました。  

 本プランでは、「パラマウントベッド社員持株会専用信託」（以下「従持信託」）が、平成21年10月以降、５年間に

わたり「パラマウントベッド社員持株会」（以下「持株会」）が取得する規模の当社株式を予め当社より取得し、取得

後、信託終了時点までに持株会への当社株式の売却を通じて従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合に、当該株

式売却益相当額を残余財産として、受益者適格要件を満たす従業員に分配します。また当社は、従持信託が当社株式を

取得するための借入れに対し保証をしているため、信託終了時点において従持信託内に当社株価の下落によって当該株

式売却損相当の借入金残債がある場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することになります。 

 従持信託が所有する当社株式については、当社から従持信託へ当該株式を譲渡した時点で売却処理を行っておりま

す。ただし、当社は従持信託の債務を保証しており、従持信託は当社従業員に対する企業価値向上へのインセンティブ

付与を目的として当社が設定したものであることから、従持信託が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに費用及

び収益については当社の四半期連結財務諸表に含めて表示しており、自己株式数については従持信託が所有する当社株

式を自己株式数に含めて記載しております。 

 なお、平成22年６月30日現在において従持信託が所有する自己株式数は104,700株となっております。  
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

 １．偶発債務  １．偶発債務 

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の

保証を行っております。 

保証先  金額(百万円) 内容  

 従業員       171 住宅資金借入債務

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の

保証を行っております。 

保証先  金額(百万円) 内容  

 従業員       173 住宅資金借入債務

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、

下請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義

務を負っております。 

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、

下請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義

務を負っております。 

※２．関連会社に対するものは次のとおりであります。 

みずほファクター㈱ 百万円964

投資有価証券(株式) 百万円12

※２．関連会社に対するものは次のとおりであります。 

みずほファクター㈱ 百万円607

投資有価証券(株式) 百万円12

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。 

給料手当     百万円821
賞与引当金繰入額    百万円250

給料手当     百万円881
賞与引当金繰入額    百万円288

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年６月30日現在）
現金及び預金勘定       百万円14,899
有価証券勘定       百万円4,678

計       百万円19,578
償還期間が３ヶ月を超える
証券投資信託及び債券 

    百万円△3,180

現金及び現金同等物       百万円16,398

（平成22年６月30日現在）
現金及び預金勘定       百万円11,751
有価証券勘定       百万円8,051

計       百万円19,802
預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

   百万円△27

償還期間が３ヶ月を超える
証券投資信託及び債券 

    百万円△7,051

現金及び現金同等物       百万円12,724
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

(注) 従持信託が所有する当社株式については、当社から従持信託へ当該株式を譲渡した時点で売却処理を

行っております。ただし、当社は従持信託の債務を保証しており、従持信託は当社従業員に対する企

業価値向上へのインセンティブ付与を目的として当社が設定したものであることから、従持信託が所

有する当社株式を含む資産及び負債並びに費用及び収益については当社の四半期連結財務諸表に含め

て表示しており、自己株式数については従持信託が所有する当社株式を自己株式数に含めて記載して

おります。 

３．新株予約権に関する事項 

 ストック・オプションとしての新株予約権  

  新株予約権の四半期連結会計期間末残高 50百万円（親会社 50百万円、連結子会社 －百万円） 

  （注）上記の新株予約権のうち、親会社におけるものは権利行使期間の初日が到来しておりません。  

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

（注）１．配当金20円のうち、５円は会社設立60周年記念配当によるものであります。 

   ２．従持信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として表示していることか

ら、平成22年６月29日定時株主総会決議の配当金の総額には、従持信託に対する配当金２百万円を含めずに

表示しております。 

（株主資本等関係）

普通株式 株31,682,526

普通株式 株1,130,293

普通株式(従持信託所有分) 株104,700

合計 株1,234,993

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式  608  20 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金
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 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 ベッド関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

   前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ２．本邦以外の区分に属する国又は地域は次のとおりであります。 

     （1）アジア   ： インドネシア共和国、中華人民共和国 

     （2）ヨーロッパ ： フランス共和国 

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

      ２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

      （1）アジア    ： インドネシア共和国、中華人民共和国 

      （2）中東     ： サウジアラビア王国、シリア・アラブ共和国 

      （3）ヨーロッパ  ： フランス共和国、ロシア連邦 

      （4）その他の地域 ： アルジェリア民主人民共和国、モロッコ王国 

        ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当社グループは、ベッド関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 

平成20年３月21日）を適用しております。 

  

  当第１四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

  ストック・オプションに係る当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

   売上原価         百万円 

   販売費及び一般管理費   百万円 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
ヨーロッパ
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

  売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  9,894  179  612  10,686  －  10,686

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 61  409  －  471  (471)  －

  計  9,955  589  612  11,158  (471)  10,686

  営業利益(又は営業損失)  978  173  (62)  1,089  (126)  963

【海外売上高】

  アジア  中東 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  233  40  610  3  888

Ⅱ 連結売上高（百万円）          10,686

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 2.2  0.4  5.7  0.0  8.3

【セグメント情報】

（ストックオプション等関係）

3

8
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 従持信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表等において自己株式として表示しているため、１株当た

り純資産額、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に用いられた当第１四

半期連結会計期間末の普通株式数及び当第１四半期連結会計期間の期中平均株式数からは、当該株式を控除しておりま

す。 

  該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,072.78円 １株当たり純資産額 2,073.30円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 21.73円 １株当たり四半期純利益金額 19.34円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
19.28円

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  661  588

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  661  588

期中平均株式数（株）  30,416,358  30,445,151

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  83,946

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重

要な変動があったものの概要 

－ － 

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

2010/08/16 11:41:0510670479_第１四半期報告書_20100816114038

- 21 -



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月５日

パラマウントベッド株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 鈴木 欽哉  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパラマウントベ

ッド株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パラマウントベッド株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年８月５日

パラマウントベッド株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 鈴木 欽哉  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパラマウントベ

ッド株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１

日から平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パラマウントベッド株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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